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【№１】 債権譲渡に関する次の記述のうち，妥当なのはどれか。（国税平 13） 

 

１．ＡがＢに対して有する金銭債権につき，ＡとＣとが通謀してＡからＣに債権を譲渡したかのように

仮装した場合において，Ｂが異議を留めないでその譲渡を承諾したときは，Ｂは，Ｃに対してその

債権の弁済を拒むことはできない。 

２．ＡがＢに対して有する金銭債権につき，ＡとＣとが通謀してＡからＣに債権を譲渡したかのように

仮装した場合には，Ａは，Ｃからその債権を譲り受けた善意のＤに対して，自己が債権者であるこ

とを主張することができる。 

３．ＡがＢに対して有する金銭債権につき，ＡとＣとが通謀してＡからＣに債権を譲渡したかのように

仮装し，その旨をＢに通知した場合には，ＢがＡＣ間の債権譲渡が仮装譲渡であったことを知らな

かったときであっても，Ａは，Ｂに対して自己が債権者であることを主張することができる。 

４．ＡがＢと通謀して，ＡがＢに対して金銭債権を有しているかのように仮装した場合には，その債権

がＡからＣに譲渡され，Ｂにその旨の通知がなされたときは，ＢはＣからの弁済請求を拒む余地は

ない。 

５．ＡがＢと通謀して，ＡがＢに対して金銭債権を有しているかのように仮装した場合において，Ａの

一般債権者Ｃがその債権を差し押さえたときであっても，Ｂは，Ｃに対してその債権が不存在であ

ることを主張することができる。 
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【№１解答】 正解３ 

 

１．妥当ではない。債務者は，債権譲渡につき異議を留めないで承諾した場合には，譲渡人に対抗でき

た一切の事由（抗弁事由）を譲受人に対抗できないが（468 条 1 項），これは，あくまで債務者の

譲渡債権者Ａに対する抗弁事由である。本肢は，譲渡人Ａと譲受人Ｃとの債権譲渡は通謀虚偽によ

り無効であるが，これはＢがＡに対して有する抗弁ではなくＣに対する無権利の抗弁である。Ｂが

異議を留めないで承諾したとしても，影響を受けない。よって，Ｂは，Ｃに対してその債権の弁済

を拒むことができる。 

２．妥当ではない。Ｃからその債権を譲り受けた善意のＤは，民法 94条 2項の「善意の第三者」（虚偽

の意思表示の目的につき，その表示が虚偽であることを知らずに法律上の利害関係を有するに至っ

た者）に該当する。よってＣは同条項により保護されることから，Ａは，Ｄに対して，自己が債権

者であることを主張することはできない。 

３．妥当である。債務者Ｂは，民法 94条 2項の「善意の第三者」には該当しない。なぜなら「新たな」

にあたらないからである。よって，ＡＣ間の債権譲渡はＢに対する関係でも無効であり，Ａは，Ｂ

に対して自己が債権者であることを主張することができる。 

４．妥当ではない。ＡがＢと通謀して，ＡがＢに対して金銭債権を有しているかのように仮装した場合，

このような債権は，民法 94条 1項により無効である。そして，この無効な債権を譲り受けたＣは，

民法 94 条 2 項の「第三者」に該当する。しかし，Ｃが悪意の場合には同条項の保護を受けないか

ら，ＢはＣからの弁済請求を拒むことができる。よって，余地がないとする点が誤りである。 

５．妥当ではない。本肢のＣは，一般債権者であったが仮装債権を差し押さえたことによって，虚偽の

意思表示の目的につき新たな法律上の利害関係を有するにいたった者といえることから，民法 94

条 2項の「第三者」に該当する。よって，Ｃが悪意の場合には同条項の保護を受けないから，Ｂは

Ｃに対してその債権が不存在であることを主張することができるが，Ｃが善意の場合にはＢはＣに

対してその債権が不存在であることを主張することはできない。したがって，本肢は妥当であると

は言い切れない。 
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【№２】Ａは，Ｂから土地（以下「本件土地」という）を買い受け，駐車場として使用してきたが，あ

る日Ｃが，自らが本件土地の真の所有者であり登記上の所有名義人も自分であるとしてＡに対

して本件土地の明渡しを求めて提訴した（以下この裁判を「本件裁判」という）。 

この場合に関する次の記述のうち，判例に照らし妥当なのはどれか。（国Ⅰ平 13） 

 

１．ＡＢ間の本件土地の売買前に，ＢがＣに本件土地を売り渡すとともにＢからＣに本件土地の登記が

移転されていた場合には，Ａが本件裁判においてＢＣ間の本件土地の売買についてＢに要素の錯誤

があったこと及びこれを理由にＢがＣに対してＢＣ間の本件土地の売買契約の無効を主張したこ

とを主張，立証したときであっても錯誤無効は表意者を保護する制度であるから，表意者でないＡ

がＢＣ間の本件土地の売買契約の無効を主張することは許されず，ＡはＣからの本件土地の明渡し

請求を拒否することができない。 

２．ＡＢ間の本件土地の売買後に，ＡがＣに本件土地を売り渡すとともにＡからＣに本件土地の登記が

移転されていた場合には，Ａが本件裁判において，ＡＣ間の本件土地の売買についてＡに要素の錯

誤があったことを主張，立証し，これを理由にＡＣ間の本件土地の売買契約の無効を主張したとき

は仮にＡに重過失があったか否かが裁判上は不明となったとしても，Ａは常にＣからの本件土地の

明渡し請求を拒否することができる。 

３．ＡＢ間の本件土地の売買前にＢがＣに本件土地を売り渡してＢからＣに本件土地の登記が移転され

ていた場合にはＡが本件裁判において，Ｂから本件土地を買い受けて平穏かつ公然に 10 年間本件

土地を占有していたこと及び本件土地の占有開始時に善意，無過失であったことを主張，立証し，

本件土地の取得時効を援用したときであっても，更に所有の意思をもって本件土地を占有していた

ことを主張，立証しなければ，Ａは，Ｃからの本件土地の明渡し請求を拒否することができない。 

４．ＡＢ間の本件土地の売買後に，ＢがＣに本件土地を売り渡してＢからＣに本件土地の登記が移転さ

れていた場合には，これはいわゆる不動産の二重譲渡であって，原則として先に対抗要件を備えた

ＣがＡに優先するが，例外的に，Ａが，本件裁判において，本件土地を所有の意思をもって平穏か

つ公然に 10 年間占有してきたこと及び本件土地の占有開始時に善意，無過失であったことを主

張・立証し，本件土地の取得時効を援用したときは，Ａは，登記を得ていなくとも，常にＣからの

本件土地の明渡し請求を拒否することができる。 

５．ＡＢ間の本件土地の売買前に，その所有者であるＣが，固定資産税を免れるため，Ｂと通謀し，真

実は本件土地の所有権をＢに移転していないのにこれを移転したかのように装って本件土地の所

有名義人をＢとし，ＡＢ間の本件土地の売買後にこれをＣ名義に戻していた場合には，Ａが，本件

裁判において，自らが虚偽表示による法律行為の存在を前提として利害関係を有するに至った第三

者であることを主張，立証したときは，Ａが悪意であることは虚偽の外形を作出したＣに立証責任

があるからＡは，自らの善意まで主張，立証する必要はないが，登記を得ていないから，自らの所

有権をＣに対抗し得ず，Ｃからの本件土地の明渡し請求を拒否することができない。 
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【№２解答】 正解２ 

 

１．妥当ではない。錯誤無効は本肢にあるように表意者保護のための制度であるから，その無効主張は

原則として表意者のみがなしうる。但し，第三者も債権保全の必要があり，かつ表意者が意思表示

の瑕疵を認めている場合には，無効主張ができる。本件ではＡにはＢに対する本件土地所有権移転

債権保全の必要性があり，かつＢが錯誤を認めている。したがって，ＡがＢＣ間の本件土地の売買

契約の無効を主張することは許され，ＡはＣからの本件土地の明渡し請求を拒否できる。 

２．妥当である。Ａの錯誤無効の主張が認められるためには，①要素の錯誤，②Ａに重過失がないこと，

の二つの事実が必要であるところ，①についてはＡに立証責任があるが，②についてはＣに立証責

任がある。つまり要素に錯誤があればその意思表示は原則として無効となるが，例外的に表意者に

重過失があれば無効とはならないという条文構造であるから，表意者の重過失の存在は，無効を阻

止せんとするＣの側に立証の負担が課せられているのである。するとＡに重過失があったか否かが

裁判上不明となった場合は，その不利益をＣが負担することになり，Ａは常にＣからの本件土地の

明渡し請求を拒否することができることになる。 

３．妥当ではない。占有は，所有の意思をもった占有と推定される（186 条 1 項）。したがってこの事

実はＡが主張・立証する必要はなく，これがなくてもＡは本件土地の時効取得を根拠にＣからの明

渡請求を拒否することができる。 

４．妥当ではない。ＣのＢからの買い受けがＡの時効完成後であった場合，ＡはＢの土地を時効取得し

たことになり，同じＢから土地を買い受けたＣとは，やはり二重譲渡類似の状態となる。よってＡ

は所有権の時効取得をＣに対抗するために登記が必要となる。したがってＡは，登記を得ていない

と，常にＣからの本件土地の明渡し請求を拒否することができるわけではない。（本肢は不動産物

権変動論の箇所で理解できる。） 

５．妥当ではない。94 条 2 項の第三者について，その善意性を第三者が立証責任を負うか，虚偽表示

の本人が第三者の悪意性を立証する必要があるのかの問題である。94 条 1 項は，＜If 虚偽表示，

then 無効＞とあるから，無効という効果を求める本人Ｃが虚偽表示であること（要件）の立証責

任を負う。これに対して 2 項は，＜If 善意の第三者，then 有効＞とあるから，有効という効果を

求めるＡが自分が善意の第三者であるということの立証責任を負う。よってＣに立証責任があると

する点が誤りである。 
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【№３】次の設例の解決を考える場合，取消しの効果に関する理論的立場がその結論に影響するが，そ

れについて次のⅠ説とⅡ説があるとする。これらの説に関する以下の記述のうち，妥当なのは

どれか。（国総平 27） 

 

（設例）ＡがＢに不動産を売却したが，その売買は取消事由があるものであった。Ａが売買を取消した

が，ＢはＡの取消しの前あるいは後に当該不動産をＣに売却した。当該不動産の所有権は，Ａ

又はＣのいずれが取得するか。 

（Ⅰ説）取消しの遡及効を貫徹させようとする説 

（Ⅱ説）取消しによって復帰的に物権が変動することを貫徹させようとする説 

 

１．ＡＢ間の売買がＢの詐欺を理由に取り消された場合，取消し前に譲り受けたＣが権利を取得するに

は，Ⅰ説によれば，Ｂの詐欺についてＣは悪意でもよいが，Ⅱ説によれば，Ｂの」詐欺についてＣ

が善意であるだけでなく無過失であることを要する。 

２．ＡＢ間の売買がＢの詐欺を理由に取り消された場合，取消後に譲り受けたＣは，Ⅰ説によれば保護

されることはないが，Ⅱ説によれば，民法 94 条 2 項や 96 条 3 項を類推することによって保護さ

れることがある。 

３．ＡＢ間の売買がＢの強迫を理由に取り消された場合，取消前に譲り受けたＣは，善意であっても，

Ⅰ説，Ⅱ説のいずれによっても保護されることはない。 

４．ＡＢ間の売買がＡの行為能力の制限を理由に取り消された場合，取消後に譲り受けた悪意のＣは，

Ⅰ説によれば保護されることはないが，Ⅱ説によれば保護されることがある。 

５．ＡＢ間の売買がＡの行為能力の制限を理由に取り消された場合，取消後に譲り受けたＣに対してＡ

が権利を主張するには，Ⅰ説によれば，少なくともＡの登記がなければならないが，Ⅱ説によれば，

Ａの登記は不要である。 
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【№３解答】 正解４ 

 

これはいい問題だ。ここ数年名作と呼ぶにふさわしい問題が減ってて，作問者の仕事に対するモチベ

イションの低下が「日の没する国ニッポン」を象徴するかのようで寂しい思いをしてましたが，まだま

だ日本は大丈夫。 

それはそうと本問です。判例の矛盾は 

取消前の第三者との関係…遡及効あり 

取消後の第三者との関係…遡及効なし 

これがどっちなの？という点にありました。これを解決する一方の説がさっきの四宮説。遡及効を貫

く。てことは矛盾を解決するもう一方の理論もすぐに浮かぶよね。 

それが本問のⅡ説。取消後のみならず取消前も復帰的物権変動で説明しようとする広中説です。これ

らの学説についてあらかじめ知っておく必要は全くありません。論理を手繰っていけば簡単に正解にた

どり着ける良問です。要は 

四宮は取消前は 96 条 3 項，取消後は 94 条 2 項 

広中は取消前も取消後も 177 条 

あとは選択肢ごとにあてはめればいい。 

 

① 肢１ 

取消前ならⅠ説では 96 条 3 項だからＣが悪意ならだめ。Ⅱ説なら 177 条だから無過失どころか善

意すら不要だからこの部分も誤り。 

② 肢２ 

取消後ならⅠ説では 94 条 2 項で保護されうる。Ⅱ説なら 177 条。なにこれ？ 

③ 肢３ 

取消前のＣで，強迫取消なら 96 条 3 項は適用されないからⅠ説では保護されないけど，Ⅱ説なら

177 条なので善意でも悪意でも登記を備えれば保護される。この年，総合職 12 問中 11 点だった人

の多くがこの肢３を正解にしていました。取消前なら判例で行けば 96 条 3 項になるから，それに

釣られたみたい。Ⅱ説なら取消前でも 177 条です。 

④ 肢４ 

取消前のＣで，制限能力取消ならⅠ説では 96 条 3 項だから詐欺取消でないので保護されない。で

もⅡ説なら 177 条だから保護されます。簡単。 

⑤ 肢５ 

Ⅰ説では登記不要。Ⅱ説では登記必要 

何度もすみませんが，総合職の学説問題は簡単です。簡単です。簡単です。 
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【№４】受領遅滞の性質について，次の 2 説があるとする。ア～カの記述のうち，Ａ説の立場からの記

述の組合せとして妥当なのはどれか。（国般平 18） 

 

（Ａ説）債権者は給付を受領する権利を有するが義務を負うものではなく，受領遅滞の責任は法が特に

公平の観点から認めたものである。 

（Ｂ説）債権者が協力しなければ債務を履行できない場合があるので，債権者には受領義務があり，受

領遅滞は債権者の債務不履行である。 

 

ア．受領しない債権者に対して，受領遅滞に基づき債務者の損害賠償請求を認めるべきである。 

イ．受領遅滞の要件として，債権者の帰責事由は不要である。 

ウ．受領遅滞の効果と弁済の提供の効果が同じならば，受領遅滞の規定を設ける必要はない。 

エ．債務者の利益は，反対債務の不履行に基づき契約の解除や損害賠償請求が可能であることで十分で

ある。 

オ．一般的な受領義務を認めるべきではないが，信義則による受領義務が認められることはある。 

カ．受領しない債権者に対して，受領遅滞に基づき債務者の契約解除を認めるべきである。 

 

１．ア，ウ，エ 

２．ア，ウ，カ 

３．イ，エ，オ 

４．イ，オ，カ 

５．ウ，エ，オ 
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受領遅滞の法的性質と効果 

 法定責任説 債務不履行説 

① ＡはＢに損賠請求されない  

 

この９つの効果はすべて受領遅

滞の効果であるが，法定責任説

では，受領遅滞にＢの帰責性を

要しないから，Ｂの帰責性の有

無を問わず，認められる。 

 

 

この５つはすべて弁済提供の

効果であるから，Ｂの帰責性

の有無を問わず，認められる。 

② ＡはＢに解除されない 

③ ＡはＢに担保を実行されない 

④ 約定利息が発生しない 

⑤ Ｂの同時履行の抗弁権を奪う 

⑥ Ａは供託・自助売却可能 この２つは弁済提供の効果で

はないが，Ｂの帰責性の有無

を問わず，認められる。 
⑦ ＡからＢへ危険の移転 

⑧ ＡはＢに増加費用の賠償請求 この４つは，すべて受領遅滞

の効果であり，債務不履行説

では，受領遅滞にＢの帰責性

を要するから，Ｂの帰責性が

ある場合に限り，認められる。 

⑨ Ａ注意義務軽減＝軽過失免責 

 

⑩ ＡのＢへの損害賠償請求 

 

この２つはＢの債務不履行の効

果であり，法定責任説は受領遅

滞をＢの債務不履行とは考えな

いから，Ｂに帰責性があっても，

認められない 
⑪ Ａの解除 

 

【№４解答】 正解３ 

 

（ア）まずは①～⑤です。法定責任説はＢに帰責性がなくてもＢは受領遅滞になるから，特に受領遅滞

の効果と債務不履行の効果とを区別する必要はない。だからシンプルに，受領遅滞の効果として，⑥

～⑨も含めて，全部「Ａが持って来てＢが受け取らない場合に①～⑨の効果が生じる」と考えます。 

 これに対して債務不履行説はＢに帰責性がない場合は，Ｂは受領遅滞になりません。受領遅滞は債務

不履行であるところ，債務不履行にはＢの帰責性が必要だからです。でも①～⑤の効果は認めないと明

かにおかしい。Ａが持って行ってるのにＢから損害賠償請求されたり，解除されたり担保を実行される

のは変です。 

分かりましたか？ここがみんなが質問に来るところです。①の効果，すなわち「ＡはＢに損害賠償請

求されない」という効果が認められないのだからＡはＢに損害賠償請求されるということになる。持っ

ていてるのに損害賠償請求される。へんです。へんへん。 

だから①～⑤の効果を受領遅滞の効果ではないと説明する必要に迫られる。そこで債務不履行説は

「Ａが持ってきました。どうなりますか？」と「Ｂが受け取りません。どうなりますか」とを分ける。

なるほどね。だから弁済提供の効果と，受領遅滞の効果とを区別しているのか。そうです 
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では本問です。さあ，もうこんなのは秒殺ですよ。Ａが法定責任説，Ｂが債務不履行説です。そして

法定責任説を選べばいい。 

アは，受領遅滞に基づき債務者の損害賠償請求を認めますからＢ説の債務不履行説です。わかります

よね。代金不払いという反対給付の不履行ではなく，受領遅滞の効果として債務不履行の効果である損

害賠償請求を認めているからです。 

 イは，債権者の帰責性は不要であるとしているのでＡ説の法定責任説です。選択肢的には読むまでも

なかったのですが。 

 ウも選択肢的に読む必要はありませんが，今は訓練ですから見ると，受領遅滞の効果と弁済の提供の

効果とが同じなら受領遅滞の規定は不要であると言っているから，受領遅滞の効果と弁済の提供の効果

を区別しろと言っています。区別するのはＢの債務不履行説ですよね。 

 エはＡの法定責任説です。だから正解は肢３。反対給付の不履行で損害賠償請求や解除ができると言

ってるからです。簡単でしょう。力がついたからですよ。 

 オも法定責任説です。先述の法定責任説の根拠③ですよね。 

 カは債務不履行説です。これはアと同じですね。作問者として根気切れしたんでしょう。同じネタを

二回使っています。まあ全く新しいパターンの問題を生み出すのは大変ですから。世の中こんなもんで

す。使い回し。 

だから過去問を十分研究しておけば８割以上確実に得点できます。 
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【№５】 差押えと相殺に関する考え方として，（Ⅰ説）相殺権者の正当な期待を保護すればよいとい

う立場（いわゆる制限説）と，（Ⅱ説）相殺の担保的効力を広く認めるという立場（いわゆ

る無制限説）のいずれかによった場合，次の事例について各条件を設定しＡの相殺が認めら

れるかに関する(ア)～(オ)の記述のうち，妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

（国般平 23） 

［事例］ＡはＢに対して100万円の債権を有しており，ＢはＡに対して100万円の債権を有しているとこ

ろ，Ａ（(オ)の事例）又はＢ（(ア)～(エ)の事例）の債権が差し押さえられた。差押え後，転付命令

は出されておらず，また，弁済もなされていない。 

 

(ア) Ａの債権の発生時：2011年5月1日 履行期：2011年5月10日 

Ｂの債権の発生時：2011年3月10日 履行期：2011年4月30日 

Ｂの債権が差し押さえられた日：2011年4月20日 

Ａの相殺時：2011年6月10日 

Ⅰ説によると，上記条件の下でＡの相殺は認められる。 

(イ)  Ａの債権の発生時：2011年2月10日 履行期：2011年5月10日 

Ｂの債権の発生時：2011年3月10日 履行期：2011年4月30日 

Ｂの債権が差し押さえられた日：2011年4月20日 

Ａの相殺時：2011年6月10日 

Ⅰ説によると，上記条件の下でＡの相殺は認められる。 

(ウ) Ａの債権の発生時：2011年2月10日 履行期：2011年5月10日 

Ｂの債権の発生時：2011年3月10日 履行期：2011年4月30日 

Ｂの債権が差し押さえられた日：2011年4月20日 

Ａの相殺時：2011年6月10日 

Ⅱ説によると，上記条件の下でＡの相殺は認められる。 

(エ) Ａの債権の発生時：2011年2月10日 履行期：2011年4月30日 

Ｂの債権の発生時：2011年3月10日 履行期：2011年5月10日 

Ｂの債権が差し押さえられた日：2011年4月20日 

Ａの相殺時：2011年6月10日 

Ⅱ説によると，上記条件の下でＡの相殺は認められる。 

(オ) Ａの債権の発生時：2011年2月10日 履行期：2011年5月10日 

Ｂの債権の発生時：2011年3月10日 履行期：2011年4月30日 

Ａの債権が差し押さえられた日：2011年4月20日 

Ａの相殺時：2011年6月10日 

Ⅱ説によると，上記条件の下でＡの相殺は認められる。 

１．(ア)，(オ)  ２．(イ)，(ウ)  ３．(ウ)，(エ)  ４．(エ)，(オ)  ５．(ア)，(イ)，(ウ) 
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【№５解答】 正解３ 

 

これぞまさに法学の典型的な問題。つまり理解を事例にあてはめて解かせる問題ですね。前半論点と

後半論点とをもう一度整理します。 

 前半論点…Ｘのイ差押とＢのロ取得の先後 

Ｘの差押えが先→Ｂは相殺できない 

Ｂの反対債権取得が先→Ｂは相殺できる 

後半論点…制限説vs無制限説 

制限説からは Ｂの債務が先に弁済期→Ｂは相殺できない 

       Ｂの債務がＢの債権と同時かあとから弁済期→Ｂは相殺できる 

無制限説からは 両債権の弁済期の先後は問わずＢは相殺できる。 

（ア）は前半論点で相殺不可と分かる。この５行見きっちゃうまでは難しく見えますよね。でも大丈夫。

原理が分かっているから必ず解ける。相殺したがっているＡの債権取得とＢの債権が差押えを受けた

のとの先後関係を見ればよい。つまり一行目の左と三行目です。そうすると差押の方が先だから，制

限説vs無制限説に行く前に第一段階で相殺不可となります。 

（イ）は後半論点で相殺不可と分かる。一行目の左と三行目を見れば，これは前半論点クリアです。そ

こで第二段階，後半論点，両債権の弁済期の先後を見ると，相殺したがっているＡの債権の方があと

から弁済期を向かえてますよ。そして５行目。Ⅰ説制限説で解きなさいという指定だからこの場合は

第二段階で相殺できないことになります。 

（ウ）は（イ）と同様に前半論点クリア。後半も５行目，今度は無制限説で解けと来ているから後半論

点はスル―ですよね。弁済期の先後を気にしなくていい。だからこれは相殺できる。 

（エ）も同様です。前半論点クリア。後半は無制限説だから弁済期を見るまでもなくクリア。従って相

殺可能です。正解は肢３（ウ）と（エ）の違いは（ウ）がＡの債権の方が弁済期があとから来るから

制限説では相殺できない事案。（エ）はＡの債権の方が先に弁済期に来ているからたとえ制限説に立

っても相殺できる事案。でも五行目の無制限説を見れば，両債権の弁済期の先後なんて見ませんよね。 

（オ）は変わった問題です。事例の二行目にあるようにここだけがＡの債権が差押えられている。そし

てそのＡが相殺したがっています。自分の債権が差押えられて処分禁止となっているのだから，これ

は相殺できるわけはありませんよね。本試験では（オ）よりも前に正解肢が特定していましたからこ

こは読まずにみんな飛ばしたでしょうが，もしも（オ）が（イ）か（ウ）に入っていたらこの問題は

もっと難しくなってました。 

 わかっている人がきちんと作問して，しかし難しくなりすぎないように（ア）から（オ）は一番わか

りやすい順番に並べてくれたのです。国家一般職は総合職と難易度は変わりませんよ。いずれも知識で

はなく理解が問われるのです。 
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【№６】債権者取消権の法的性質に関する考え方として，次の４説がある。 

 

（Ⅰ説）債権者取消権は，債務者の詐害行為を取り消し，その効力を絶対的に無効とする形成権である。 

（Ⅱ説）債権者取消権は，債務者の詐害行為の結果，逸出した財産の返還を請求する純然たる債権的請

求権である。 

（Ⅲ説）債権者取消権は，逸出した財産の返還を請求するために必要な範囲で債務者の詐害行為を取り

消し，その返還を請求する権利である。 

（Ⅳ説）債権者取消権は．責任的無効（詐害行為が物権的に無効となるのではなく，財産の逸出が同時

に責任の消失となるという効果のみを無効とすること。）という効果を伴う形成権の一種である。 

 

ＡがＢに貸金債権を有していたところ，Ｂは，他に資産がないにもかかわらず，唯一の資産である土

地（以下「本件土地」という。）をＣに時価より安い価格で売り渡し，さらに，Ｃが本件土地をＤに売

り渡し，それぞれの移転登記が行われた場合において，Ａによる債権者取消権の行使に関する次の記述

のうち，妥当なのはどれか。 

（国Ⅰ平 13年） 

 

１．詐害行為の取消しを裁判所に請求するに当たり，Ａは，Ⅰ説によれば，Ｂ及びＣの両者を被告とし

なければならず，Ⅱ説によれば，Ｄのみを被告としなければならない。 

２．詐害行為の取消しを裁判所に請求するに当たり，Ａは，Ⅲ説によれば，Ｂ，Ｃ及びＤの三者を被告

としなければならず，Ⅳ説によれば，Ｄのみを被告としなければならない。 

３．詐害行為の取消しを裁判所に請求するに当たり，Ａは，Ⅲ説によれば，ＢＣ間の本件土地の売買の

取消しを求めるとともに，必ず本件土地の返還も請求しなければならないが，Ⅳ説によれば，ＢＣ

間の本件土地の売買の取消しのみを求めれば足りる。 

４．Ａが，自己の債権の弁済を受けるためＤを被告として詐害行為の取消しを裁判所に請求する場合，

Ａは，Ⅱ説によれば，本件土地の所有名義をＤからＢに取り戻す必要があるが，Ⅳ説によれば，本

件土地の所有名義をＤからＢに取り戻す必要はない。 

５．Ａによる債権者取消権の行使における取消しの対象となる法律行為は，Ⅰ説によれば，ＢＣ間の本

件土地の売買のみであるが，Ⅲ説によれば，ＢＣ間の本件土地の売買及びＣＤ間の本件土地の売買

の両者である。 
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【№６解答】 正解４ 

 

Ⅰ説は形成権説です。ＢＣ間の詐害行為を取消すことが取消訴訟の眼目だという説です。Ⅱ説は請求

権説です。詐害行為により債務者Ｂの手元から逸失した財産を，債務者Ｂに戻させることを取消訴訟の

眼目とする説です。Ⅲ説は折衷説です。取消と請求の双方を取消訴訟の眼目とします。  

（１）Ⅰ説＝形成権説 

  この説はＢＣ間の法律行為，本問では安価での売買契約ですが，これを取消すので，Ｂは初めから

非所有者となり，ＢＣ売買は他人物売買だったことになりますから，Ｃに所有権は移転せず，したが

ってＤにも所有権は来ません。だからＤがなんでＢに目的物を返還しなければならないのか，その法

的理由がはっきりします。この点がⅠ説の長所です。 

  しかし，取消しただけですから，Ｄが任意に目的物をＢに返還しない場合，この説では事件が解決

しません。少し民事訴訟法っぽくなりますが，形成訴訟には判決の効力としての執行力が生じません。

だからＤに強制執行するためには，改めて返還請求訴訟を提起しなおさなければならない。つまりこ

の説は，理論はしっかりしているけど，事件の解決にはならない，机上の空論，まるで「学者」みた

いな説です。 

（２）Ⅱ説＝請求権説 

  この説はＤの下にある詐害行為の目的物をＢに返せという説ですから，事件は解決します。給付訴

訟ですから執行力が生じるわけです。この点が長所ですよね。でも何で返還しなければならないのか

理由がよく分からない。ＢＣ間を取り消ししていないなら，Ｃは所有者であったわけで，そうすると

Ｄにその所有権が移転してきたはずです。つまりこの説はさっきのⅠ説と逆ですね。事件は解決する

けど，理由がよく分からない，まるで「ヤクザ」みたいな説です。 

（３）Ⅲ説＝折衷説 

  この説はⅠ説の長所とⅡ説の長所を上手く組み合わせています。取消と返還請求の両方を訴訟の眼

目としますから，返還の理由も明確だし，事件の解決も図られる。この説いいですね。だから判例で

す。 

学者＋ヤクザ＝裁判所 

学者の頭とヤクザの解決力を兼ね備えているのが裁判所というわけです。 

（４）Ⅳ説＝責任説 

  この説だけ，他の説と根本的に違います。そもそもＡの不満はなんだったかというと，ＡはＢに対

して債権を取得するに際して，Ｂが持っていたある財産，本問では「本件土地」ですが，これを当て

込んでいたわけです。もしものときは「本件土地」に執行をかけて債権を回収できると思っていたわ

け。ところが「本件土地」は安価でＣに売却され，Ｄに転売されてしまった。でもＤ所有になった「本

件土地」に対して強制執行をかけて，Ｂに対する債権を回収できるならＡに不満はありません。これ

を認めるのがⅣ説です。この説からはＢからＣへの，所有権の移転を否定しません。なかなかいい説

ですよね。 
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ただ，この説が主張する責任判決つまり執行認容判決という手続がドイツ法上のものであり，日

本の民事訴訟法にはない。だから解釈論として無理があるという批判があります。 

（５）被告を誰にするべきか 

  もうひとつ，被告を誰にするべきかという点ですが，Ⅰ説だけが，「絶対的」な取消を主張してい

ます。絶対的というのは「全員との関係で」という意味です。本問ではＡＢＣＤの四人が登場してい

ますから４×３÷２＝６通りの世界があるわけ。つまりＡＢ，ＡＣ，ＡＤ，ＢＣ，ＢＤ，ＣＤですね。

その全ての世界でＢＣ間の売買契約を取り消すのだから，全員が判決の効力を受ける。だから全員に

自分の身を守るためのチャンスを与えなければならない。民訴でいうこところの「手続保障と自己責

任」ですね。だからＢＣＤ３人とも被告として口頭弁論期日にマイクを持たせてしゃべらせてあげな

ければなりません。他の説では，判決の効力は相対的ですから，必要最小限の人しか法廷呼びません。

余分な人まで法廷に来ると，なかなか自分のところにマイクが回って来なくなり，手続が重くなるか

らです。 

（６）選択肢の検討 

肢１と２は，ともに×です。Ⅰ説ではＢＣに加えてＤもまた被告にしなければならないから肢１は

×です。またⅢ説ではＣＤの一方または双方を被告にすればよく，判決の効力を受けないＢは被告

にはなりません。 

肢３も×です。Ⅲ説ではＤが善意の場合には，Ｄを被告として現物返還を請求しても勝てません。

Ｃのみが悪意の場合にはＣを被告として価格賠償を請求することも認められます。またⅣ説では，

ＢＣ間の売買を取消すことはありません。実体法上の権利関係はそのままで，つまりＤ所有のまま

で逸失した財産の「責任」だけ，つまり強制執行の的になるという点だけが債務者Ｂに復帰するの

です。 

肢４が正解肢ですね。Ⅱ説は返還請求が訴訟の眼目ですから土地の所有名義をＤからＢに戻す必

要があります。これに対してⅣ説からは，ＢからＣへの所有権の移転を否定しない以上，Ｃからの

買主Ｄの所有権も否定されませんから名義はＤのままです。 

肢５は，Ⅰ説に関する部分は正しい。でもⅢ説が誤りです。そもそも詐害行為はＢＣ売買ですよ，

これさえ取消せばＣは遡及的に無権利となるのだからＤにも所有権は行かなかったこととなり，Ｄ

からＢへの返還は認められます。ＣＤ間の売買には，なんらの取消原因もありません。単なる他人

物売買なだけです。 
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